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平成１７年度施政方針と予算
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地方交付税
78億円 (29.2％)

市税
58億7,785万円
(22.0％)33億2,870万円

(12.5％)

市債

県支出金

国庫支出金

繰入金

繰越金

地方譲与税

使用料及び手数料

歳　入
　267億
1,000万円

22億9,719万円
(8.6％)

18億4,493万円
(6.9％)

16億5,026万円
(6.2％)

8億7,082万円 (3.3％)

5 億 6,700万円 (2.1％)
諸収入 5億2,523万円 (2.0％)
地方消費税交付金 5億円 (1.9％)
分担金及び負担金 2億9,876円 (1.1％)　　
その他 5億4,926万円 (2.0％)

６億円 (2.2％)

歳　出
　267億
1,000万円

民生費
50億5,968万円
(18.9％)

公債費
47億333万円
(17.6％)

　教育費
35億9,286万円
(13.4％)32億3,476万円

(12.1％)

農林水産業費

総務費

土木費

衛生費

消防費

商工費

29億3,131万円
(11.0％)

25億9,631万円
(9.7％)

24億4,600万円
(9.1％)

8億 9,874万円
(3.3％)

4億4,688万円 (1.7％)
災害復旧費 3億9,175万円 (1.5％)
議会費 3億4,188万円 (1.3％)　　
その他 6,650万円 (0.2％)

平成１７年度南あわじ市当初予算額一覧表
（単位：千円）

会　　計　　名 本年度 前年度 増減率 (％ )
一般会計 26,710,000 29,059,478 △8.1
特別会計 27,931,897 32,066,074 △12.9
国民健康保険特別会計 5,754,045 5,501,524 4.6
老人保健特別会計 5,827,745 5,697,726 2.3
介護保険特別会計 3,955,863 3,949,312 0.2
訪問看護事業特別会計 60,408 61,128 △ 1.2
公共下水道事業特別会計 5,012,109 8,295,191 △ 39.6
農業集落排水事業特別会計 919,842 1,655,852 △ 44.4
漁業集落排水事業特別会計 546,884 304,659 79.5
サイクリングターミナル事業特別会計 87,853 94,000 △ 6.5
慶野松原海水浴場特別会計 10,308 12,596 △ 18.2
土地開発事業特別会計 799,189 765,595 4.4
産業廃棄物最終処分事業特別会計 111,672 110,066 1.5
ケーブルテレビ事業特別会計 267,974 232,695 15.2
公共用地先行取得特別会計 119,561 129,500 △ 7.7
水道事業会計 3,244,329 4,009,370 △ 19.1
農業共済事業会計 676,406 698,940 △ 3.2
国民宿舎事業会計 518,925 515,220 0.7
広田財産区管理会特別会計 420 380 10.5
福良財産区管理会特別会計 16,730 17,440 △ 4.1
北阿万財産区管理会特別会計 1,034 1,050 △ 1.5
沼島財産区管理会特別会計 600 520 15.4
潮美台汚水処理事業特別会計 廃　止 13,310 皆　減

　合　　　計 54,641,897 61,125,552 △ 10.6
※前年度額は、旧４町と旧郡広域の当初予算額を合計し、旧町間の受託事
　業収入、旧町から旧郡広域への負担金を除外したもの
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平成１７年度

広報 

　歳出では、人件費、扶助費、公債

費を合わせた義務的経費が 118 億
1,809 万円で全体構成比の 44.2％
を占め、このうち人件費が 47 億
8,682 万円で前年度から 4.9％減
少しました。借金の返済にあたる公
債費も 47 億 318 万円で 5.1％の
減となりました。
　投資的経費は 60 億 1,284 万円
で全体の 22.5％を占め、このうち、
ケーブルテレビや下水道の整備、松
帆・榎列小学校改築などの普通建設
事業が 56 億 2,109 万円で 30.1％
減少しています。また、昨年の台
風の影響で災害復旧事業が３億
9,175 万円となりました。

　歳入のおよそ 30%を占める
地方交付税は 78億円で、市に
なったことで県から生活保護
などの委譲事務が増え旧４町
の前年度の合計額に比べ 19.6
% 増加しました。　　　　　
　市民税や固定資産税、たば
こ税などの市税は 58億 7,785
万円で 0.7%の増を見込んでい
ます。　　　　　　　　　　　
　借金にあたる市債は 33億 2,
870 万円の発行を予定。前年
に比べ 40.1% 減少しますが、
市債残高は今年度末で 456 億
1,643 万円となる見込みです。
　また、貯金にあたる基金は
14億 5,126 万円を取り崩し今
年度末で32億 266万円に減少
する見込みです。　　　　　　
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92,821円86,284円65,912円59,343円53,776円47,630円44,872円39,365円

33,378円 64,081円6,882円2,834円654円２円

※一人あたりの金額は、平成17年４月１日現在の人口54,510人で算出した値です

歳入構成図目的別の歳出構成図
※（　）内の全体割合は端数処理をして
いるため合計が１００％になりません


